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○ 防火管理者選任（解任）届出書の様式の場所について 

様式は東広島市のホームページにあります。
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画面下に移動（スクロール） 
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 予防課 
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 防火管理に関する様式 
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○届出書の提出先 【修了証のコピーを添付して、２部提出してください。】 
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※届出書２部を管轄する消防署・分署に提出する 

 

 

 

 

○消防計画作成（変更）届出書の様式の場所について 

 様式は東広島市のホームページ内にあります。 

 

【作成した消防計画を、２部提出してください。】  

修了証 

写し 

修了証 

修了証 

写し 

修了証 
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階段が一つの建築物における
火災発生時の適切な避難のために
直通階段が一つの建築物向けの避難行動に関するガイドラインのポイント

階段

避難上有効な

バルコニー

居室等への
退避 等

1
2

3

直通階段が一つの建築物向けの避難行動に関するガイドラインは下記に掲載してあります。
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/2022/

消防予第639号「直通階段 が 一つの建築物向けの避難行動に関するガイドラインの策定について」（令和４年12月16日）



直通階段が一つの建築物の危険性
直通階段が一つの建築物は、唯一の避難経路である階段付近で火災が発生した場合

などにおいて、避難が困難となる可能性が高いと考えられます。火災発生時に適切

な避難行動が実施できるよう、日頃から避難の方法等について考えておきましょう。

第一選択肢

直通階段

直通階段が使用できる場合は直通階段を使用して避難しましょう。

直通階段が使用できない場合は、以下の避難方法等が考えられます。

火災の発生場所などを踏まえ、適切な避難経路を判断して、避難誘導を実施しましょう。

1 避難（ガイドラインP３～P７参照）

階段室内に煙が充満しているなど、階段を使用できない。階段室に近づくことができない。

第二選択肢

避難上

有効な
バルコニー

ポイント

ポイント
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誘導時には以下の事項を実施しましょう。

煙の流入を防ぐため、可能な場合は階段室の戸等を

閉鎖しましょう。

退避場所（直通階段から離れた居室等）を確実に

把握している人が声を出して誘導しましょう。

逃げ遅れがいないか声を出して確認しましょう。

火煙が流入する前に直通階段から離れた居室等に

誘導しましょう。

1-1 避難時の注意事項（ガイドラインP9参照）

直通階段から離れた居室等への誘導時の実施事項

退避場所は
こっちです。

直通階段、避難上有効なバルコニー及び直通階段から離れた居室等の位
置を確認しておきましょう。

戸等を確実に閉鎖しましょう。

避難者が到達して開放する必要があるとき以外は、不必

要に戸等を開放しないようにしましょう。

退避してくる人がいないことが確実に判断できる場合に
は、煙が流入するのを防ぐため、ガムテープやアルミ
テープ等を使用して戸の隙間を塞ぎましょう。

退避した人数を把握しましょう。

消防機関へ通報しましょう。

P5の通報例の内容と「居室等に退避していること」、「退
避した人数」「避難はしご等を使用して避難中」など

避難はしご等が設置されている場合は、それを使用して

避難しましょう。
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直通階段から離れた居室等に退避した場合の実施事項

煙が流入するのを防ぐため、
ガムテープやアルミテープ等
を使用して戸の隙間を塞ぎま
しょう。

戸等を確実
に閉鎖しま
しょう。

第三選択肢
直通階段
から離れた
居室等

（①避難器具が設
置されている室、
②防火区画されて
いる居室、③退避
区画（設置されて
いる場合））

ポイント

退避した場合は以下の事項を実施しましょう。



退避区画を構成する戸

・不燃材料で造り、又は覆われたもの

・遮煙性能を有するもの

・常時閉鎖式又は煙感知器連動の随時閉鎖式

・開放後に自動で閉鎖するもの

※出火リスクの高い室（火気使用室）が近傍にある場合などは、

防火設備（20分間の遮炎性能を有するもの）とすることが望ましい

開口部

・外部からの救助が可能で、

人が乗り出せる大きさのもの

・避難器具を設置

直通階段の増設や避難上有効なバルコニーの設置が困難な場合には退避区画の設置が考えられます。
退避区画は、「消防隊が到着するまでの間、一時的に人命安全が保たれるよう、直通階段から離れた位置にあ
る居室や廊下等の室、又はこれらの部分について、防火的に区画された退避スペース」のことをいいます。

建物の安全性向上のためには、
直通階段の増設や避難上有効
なバルコニーの設置が考えら
れます。

直通階段の増設 避難上有効なバルコニーの設置

避難経路となる階段室等を火や煙から守るための改修です。

1-2 安全性向上のための改修（ガイドラインP8参照）

二方向避難の確保

居室等の退避区画化

竪穴部分（階段室等）の防火防煙区画化

水平避難型 ⇒廊下を一定間隔毎に区画居室退避型 ⇒居室単位で区画

退避区画を構成する間仕切壁※垂れ壁は不可

・準耐火構造であるもの又は石膏ボード等の不燃材料で造り、

若しくは覆われたもの

※壁、戸、開口部の要求性能・仕様は居室退避型と同様

退避区画を構成する壁

開口部

退避区画を構成する戸

建物の改修については、特定行政庁に確認してください。
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上記内容は、国土交通省が策定した「直通階段が一つの建築物等向けの火災安全改修ガイドライン」に示されています。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_000947.html）



・屋内消火栓設備が設置されている場合は積極的に使用しましょう。
屋内消火栓設備には２つのタイプがあり、操作方法が違うため訓練等の機会に確認しておきましょう。

2 初期消火（ガイドラインP3参照）

ホースが折りたたまれて消火栓ボックスに収納されているタイプ
（1号消火栓）

1号消火栓は、ホースが折りたたまれて消火栓ボックスに収納されているため、ホースを延長した後でない
と水をホース内に流すことができません。このため、ホースを火元付近まで延長し放水する人と消火栓のバ
ルブを開放する人の、最低でも2人の操作員が必要となります。

1 消火栓ポンプ起動 2 ホース延長

3 バルブ開放・放水

発信機のボタンを
押し、消火栓ポン
プを起動します。

ホースにねじれ
がないように確
認しながら延長
し、出火箇所に
向かいます。

ホースを延長する前にバルブを開けると、
水で充満したホースがボックス内に広
がって取り出せなくなる事があります。
必ず操作手順を守ってください。

注意

2号消火栓・易操作性1号消火栓・広範囲型2号消火栓は、ホースが収納された状態でもホース内に水を流す
ことができます。このため、一人で操作することができます。

1 バルブ
開放

2 ホース
延長

3 放水バルブを開放
すると消火栓
ポンプが起動
します。

ホースを持ちながら、
出火箇所に向かいます。

ホースノズルのコッ
クを開き放水します。

2
ノズルを
火元に
向ける

3
レバーを
強く握る

消火器の
使い方

ホースがドラムなどに巻かれて消火栓ボックスに収納されているタイプ
（2号消火栓・易操作性1号消火栓・広範囲型2号消火栓）
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出火箇所に接近した操作員の放水
準備ができたら「放水始め！」の
合図で、消火栓のバルブを開放し
放水します。

1
安全栓を
引き抜く



手動または自動火災報知設備の感知器
の作動と連動して、蓄積音声情報（住
所等）により消防機関に通報できます。

・電話等で速やかに消防機関へ火災の発生を通報しましょう。
責任者等への連絡・報告を優先することによる通報の遅れがないように注意しましょう。

・火災を発見したら、周囲にいる人に大声で火災の発生を知らせ、自動火災報知設備の発信機
等で在館者に火災の発生を知らせましょう。

放送設備や自動火災報知設備の発信機を押すこ
とで、音響又は音声により火災の発生を知らせ
ることができます。

火災通報装置 放送設備 自動火災報知設備の発信機

3 通報について（ガイドラインP7参照）

通報・報知に使用する設備の説明

通報例

通報者
119番

指令センター

119番通報※をする

「火事です」

「◯◯区（市）◯◯町◯丁目◯番地◯号
◯◯の（事業所名）です。」

「3階建ての1階が燃えています。」

「従業員は◯名です。
逃げ遅れは今のところわかりません。」

「はい、消防です。
火事ですか、救急ですか。」

「場所はどこですか。」

「何階建てですか。
燃えているところは何階ですか。」

「建物には何名いますか。
逃げ遅れた人はいますか。」

「何が燃えているかわかりますか。」

「わかりました。すぐに行きます。」

火災発生場所や燃焼物等の
具体的な状況を正確に伝え
ましょう。

「給湯室から出火しています。」
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ポイント

※ 消防訓練時は内線電話等を利用し、消防本部（119指令センター）と通報者に役割を分担して行いましょう。



建物関係者（従業員等）は、火災発生のリスク軽減や被害軽減のため、次のことに留意しま
しょう。

4  火災発生のリスク及び被害軽減のための対策（ガイドラインP10～13参照）

階段室（竪穴部分）の維持管理

火災発生時、直通階段等を介して各階へ煙が拡散しないように階段室の防火戸等
を適正に維持管理しましょう。

防火戸等は設置されていますか。

防火戸等は正常に作動しますか。

防火戸等が常時閉鎖式の場合は、自動閉鎖装置が破損していませんか。

防火戸等が煙感知器の作動と連動して閉鎖する場合は、適正に点検され作動

しますか。

防火戸等の閉鎖障害となるくさびや物品等などはありませんか。

直通階段から離れた居室等の維持管理

火災発生時、退避した居室等内への煙の流入を防ぐため、居室等の戸などを適正に維持管理しましょう。

戸等は設置されていますか。

戸等が常時閉鎖式の場合は、自動閉鎖装置が破損していませんか。

戸等が煙感知器の作動と連動して閉鎖する場合は、適正に点検し作動しますか。

戸等の閉鎖障害となるくさびや物品などはありませんか。

居室等に避難器具が設置されていますか。

居室等に煙の流入を防ぐために使用するガムテープやアルミテープ等が保管されていますか。

階段、廊下、避難口その他の避難上必要な施設の維持管理

火災発生時、可燃物などの物品は避難障害や延焼拡大の要因と
なるため、避難施設（階段、廊下など）を適正に維持管理しま
しょう。

避難上支障となる物品は置いていませんか。

可燃物を置いていませんか。
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お問合せ先

防火対象物点検報告

一定の防火対象物の全ての管理権原者（テナント管理者含む）は、防火対象物点検資格者に火災の予防上必
要な事項について点検させ、その結果を消防長又は消防署長に報告しましょう。

１年に１回、点検報告を実施していますか。

点検結果に不備があった場合は適切に改善していますか。

消防用設備等点検報告

防火対象物に設置されている消防用設備等又は特殊消防用設備等について、定期的に点検※１し、その結果
を消防長又は消防署長に報告※2しましょう。防火対象物の規模等により消防設備士等に点検をさせなければ
ならない場合があります。

消防用設備等の点検報告を適切に実施していますか。

点検結果に不備があった場合は適切に改善していますか。

放火防止対策

放火されない環境をつくりましましょう。

建物の周囲や階段等に可燃物を置いていませんか。

建物の死角を巡回や監視カメラ等で定期的に確認していますか。

監視カメラ作動中
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※１ 機器点検 ６カ月に１回
総合点検 １年に１回

※２ 特定防火対象物 １年に１回
上記以外 ３年に１回



の

します

を

からのお知らせです。

問い合せ先

消防法令違反　建物
公表

東広島市消防局

所有、 管理する建物で、 用途変更 （部分的な用途変更も含む。）、 増改築、 建物同士の接
続などの工事を行う場合には、 最寄の消防署へ必ずご相談下さい。 これらの変更や工事
を行ったことにより、 公表の対象となる設備が必要となる場合があり、 設置されていな
いときは消防法令違反の公表の対象となります。

建物を利用する方が、自ら利用する建物の危険性に関する情報を入手し、その建物の利
用について判断できるよう、消防が立入検査の際に確認した重大な消防法令違反をホー
ムページ等で公表する制度です。



に

近年の主な建物火災の状況

建物火災に伴う消防法改正

違反対象物 公表制度の

●平成 24 年 5 月　福山市ホテル火災

●平成 25 年 2 月　長崎市認知症高齢者グループホーム火災

●平成 25 年 10 月　福岡市有床診療所火災

（有床助産所等一部除く。）



   
 電子申請での受付を開始しました！ 

消防署への届出書の一部について 

防火管理に関する届出関係 
 改善（計画）報告書 
 訓練・指導（通知・依頼）書 
 消防計画作成（変更）届出書 
 防火・防災管理者選任（解任）届出書 
 全体についての消防計画作成（変更）届出書 
 統括防火・防災管理者選任（解任）届出書 
 自衛消防組織設置（変更）届出書 
 防火対象物・防災管理点検報告特例認定申請書 
 防火・防災管理対象物管理権原者変更届出書 

火災予防条例に関する届出関係 
 火災と紛らわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為の届出書 
 煙火打上げ・仕掛け届出書 
 催物開催届出書 
 水道断（減）水届出書 
 道路工事（占用）届出書 
 露店等の開設届出書 
 防火対象物使用開始届出書 
（炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー・給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備・ヒート 
 ポンプ冷暖房機・火花を生ずる設備・放電加工機）設置届出書 
（急速充電設備・燃料電池発電設備・発電設備・変電設備・蓄電池設備）設置届出書 

点検結果に関する報告関係・消防用設備等に関する届出関係 
 防火対象物点検結果報告書 
 消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書 
 消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書 
 工事整備対象設備等着工届出書 
 防災管理点検結果報告書 

   
           申請方法は裏面へ！ 

https://s-kantan.jp/city-higashihiroshima-hiroshima-u/ 

届出に関するお問い合わせ 
 東広島消防署 
 Tel（082)422-6567 

電子申請システムに関するお問い合わせ 
 お問い合わせコールセンター 
 Tel(0120)464-119 （平日9：00～17：00 年末年始除く） 

各所属で入力が必要      → 



申請方法 

申請書類を選択 
 

ＱＲコード ＵＲＬ検索 Web検索「東広島市 電子申請サービス」 
いずれかの方法で電子申請システムのホームページを開いてください  

利用者登録 
 
 ①利用規約を読んでいただき、ご理解いただきましたら「同意」をクリック 
 ②個人か法人を選択、メールアドレスを入力したら「登録する」をクリック 
  ※ city-higashihiroshima@s-kantan.comからメールが届きます。 
    届かない場合は迷惑メールの設定をご確認ください。 
 ③届いたメールのＵＲＬを開き、案内に従って登録をお願いします。 
  登録完了後、トップページからログインしてください。 
   

キーワード検索がおすすめです！ 
例えば… 
「 点検 」で検索すると… 
・防火対象物点検結果報告書 
・防災管理点検報告書 
・消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書 

申請の流れ 
 

 
 
  

①申請 

②再申請 
 ※修正がある場合のみ 

③審査完了メール受信 

④申請書ダウンロード 

   
 

届出書類作成に要した資源と費用を削減！ 
         消防署へ持っていく手間がかからない！ 
                     ぜひ、電子申請をご利用ください！  

…申請したい届出書を簡単に選択することができます！ 

mailto:city-higashihiroshima@s-kantan.com
mailto:city-higashihiroshima@s-kantan.com
mailto:city-higashihiroshima@s-kantan.com
mailto:city-higashihiroshima@s-kantan.com
mailto:city-higashihiroshima@s-kantan.com


 

１ 基本台帳 

 
 

 

 

 

 

 

  



 

(1)防火管理維持台帳１  (所有者等用) の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

名 称 
｢〇〇株式会社△△工場｣、｢〇〇銀行△△支店｣又は｢〇〇ビル｣等、当該防火対象 

物の名称を記入する。 

消 防 法 施 行 令 

別 表 用 途 

当該防火対象物の用途を、消防法施行令別表第１に掲げる用途区分及び項区分に 

より｢飲食店•(3)項ロ｣、｢事務所・(15)項｣、｢特定複合用途•(16)項イ｣の要領で記入する。 

所 在 地 当該防火対象物の所在地を記入する。 

所
有
者
等 

住 所 当該防火対象物の管理についての権原を有する者の住所、氏名及び電話番号を記 

入する。(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称、役職、氏名及び電話番号 

を記入する。) 氏 名 

緊 急 時 の 

連 絡 先 

昼 間 昼間は、管理権原者又は防火管理者等に緊急に連絡し得る担当部署名 及 

び電話番号、夜間は、緊急時に対応し得る者の職•氏名及び電話番号を記入する。 夜 間 

収

容

人

員 

建 物 全 体 
消防法施行規則第 1 条の 3 の算定基準により算定した当該防火対象物全体の収容 

人員を従業員（最大時）及び従業員外、昼間及び夜間に区分して記入する。 

所 有 者 等 

の 事 業 所 

管理権原が異なる複合防火対象物の場合に記入する欄で、防火管理者が所属する 

事業所（共同選任の防火管理者にあっては、当該防火管理者が管轄する事業所）の 

収容人員について、建物全体の要領で記入する。 

防 火 管 理 者 

歴任の防火管理者について、その選任年月日、職及び氏名を記入する。 

なお、消防法第８条第２項の規定による｢防火管理者選任(解任)届出書｣は、当該防火管 

理維持台帳又は別冊にして綴っておくこと。 

消 防 計 画 

消防法施行規則第３条に規定する｢消防計画｣を作成し消防機関に届け出て受理された 

年月日及びその内容を｢新規｣又は｢変更｣の要領で記入する。 

なお、届け出した消防計画は、当該防火管理維持台帳又は別冊にして綴っておくこと。 

自 衛 消 防 組 織 

消防法第８条の２の５に規定する自衛消防組織の設置が義務付けられる防火対象物が、 

自衛消防組織を設置し、消防機関に届け出て受理された年月日を記入する。 

なお、統括管理者は、消防法施行令第 4条の 2の 8第 3 項に掲げる者を選任し、その者 

の氏名を記入する。 

防 の 

火 委 

管 託 

理 先 

業 

務 

所有者等が、当該防火対象物の防火管理業務の一部を第三者に委託している場合に、当該委 

託先、委託内容等について会社名～業務内容に記入する。 

会 社 名 受託者の氏名（法人にあっては名称、代表者の職及び氏名）を記入する。 

所 在 地 受託者の住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）を記入する。 

連 絡 先 
受託者が速やかに対応することができる連絡先（職、氏名及び電話番号）を記入 

する。 

委 託 方 式 

委託する内容により、該当する番号に〇をする。 

１ 常駐とは、受託者又は受託法人の職員(以下「受託者」という。)が、受託した防火 

管理業務を遂行するため当該防火対象物に常駐している形態のものをいう。 

２ 巡回とは、受託者が、定期的に巡回することにより受託した防火管理業務を遂行す 

る形態のものをいう。 

３ 遠隔移報とは、警報設備の作動信号等を移報装置を介して受信し、受託した防火管 

理業務を遂行する形態のものをいう。 

業 務 内 容 

消防計画に規定する防火管理上必要な業務のうち、委託する業務の範囲と方法について 

記入する。 

(遠隔移報方式の場合の記入例) 

自動火災報知設備の火災信号受信により、現場確認、初期消火及び消防機関へ通 

報する業務を行う。 
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防火管理維持台帳１  (所有者等用) (注)1 

名   称  
消防法施行令 

別 表 用 途 
 

所 在 地  

所
有
者
等 

住 所  

氏 名 TEL — — 

緊 急 時 の 

連   絡   先 
昼間 夜間 

収 

容 

人 

員 

区分 
建 物 全 体 所 有 者 等 の 事 業 所 

従 業 員 従業員以外 計 従 業 員 従業員以外 計 

昼間       

夜間       

防 

火 

管 

理 

者 

選任年月日 職 名 氏 名 

消 
 

防 
 

計 
 

画 

届出年月日 内 容 (注)２ 

     

     

     

     

     

自衛消防組織 

(注)３ 

届 出 年 月 日 統 括 管 理 者 氏 名 

  

  

  

 

防 の 

火 委 

管 託 

理 先 

業 

務 
 

(注)４ 

会社名  連 

絡 

先 

TEL — - 
所在地  

業務 

内容 

 

委 託 

方 式 
１ 常駐   ２ 巡回   ３ 遠隔移報    ４ 全部 

（注）１ 「所有者等」とは、ビルの所有者、管理者等をいう。 

２ 消防計画を添付する。 

３ 消防法第８条の２の５に規定する自衛消防組織の設置が義務付けられる防火対象物が記載する。 

４ 防火管理業務を委託している場合に記入する。 
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⑵防火管理維持台帳２ (所有者等用) の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

敷  地  面  積 
 一の防火対象物又は消防法施行令第２条の規定の適用を受ける２以上の防火対象 

物の存する一団の土地の面積を記入する。 

棟  別  名  称 
 敷地面積の敷地内に存する防火対象物について、それぞれの名称を｢〇〇工場｣、 

｢〇〇事務所｣、｢〇〇棟｣等の要領で記入する。 

用      途 
 棟別名称の各棟ごとに、それぞれの用途を消防法施行令別表第１に掲げる用途区 

分及び項区分により｢小学校・(7)項｣、｢倉庫・(14)項｣、｢事務所・(15)項｣の要領で記入する。 

建  築  年  月  日 

 棟別名称の各棟ごとに記入する。 
建  築  面  積 

延  べ  面  積 

構      造 

階      数  建物全体の地上／地下と記入する。 

増  改  築・ 用  途 

変  更  の  状  況 

用途変更等の履歴について、その年月日、種別、面積等を記入する。 

なお、増改築、用途変更等に伴い設置された消防用設備等の検査書類等は必ず編 

冊して保管してください。 

消 防 用 設 備 等 
各棟(すべて)に設置の消防用設備等を、消火設備〜特殊消防用設備等に区分して記 

入する。 

消  火  設  備 

消火器、簡易消火用具、屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設 

備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋 

外消火栓設備、動力消防ポンプ設備のうち、設置しているものを記入する。 

なお、屋外消火栓設備が、敷地内に隣接する防火対象物の同一棟扱いにより設置 

されている場合は、その旨を記載する。 

警  報  設  備 
自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備、漏電火災警報器、消防機関へ通報する火災報

知設備、非常警報器具及び非常警報設備のうち、設置しているものを記入する。 

避  難  設  備 
すべり台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋その他の避難器具及び誘導灯、 

誘導標識のうち、設置しているものを記入する。 

消 防 用 水 

消火活動上必要な施設 

消防用水(防火水槽)、排煙設備、連結散水設備、連結送水管、非常コンセント 

設備及び無線通信補助設備のうち、設置しているものを記入する。 

なお、消防用水が、敷地内に隣接する防火対象物の同一棟扱いにより設置されて 

いる場合は、その旨を記載する。 

必要とされる防火  

安全性能を有する  

消防の用に供する  

設 備 等 

パッケージ型消火設備、パッケージ型自動消火設備、共同住宅用スプリンクラー設備、共同

住宅用自動火災報知設備、住戸用自動火災報知設備等、設置しているものを記入する。 

特 殊 消 防 用  

設 備 等  
総務大臣の認定を受けた特殊消防用設備等を記入する。 
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防火管理維持台帳２ (所有者等用) 

建 
 
 
 

築 
 

 
 

物 
 
 
 

の 
 

 
 

概 
 
 

 

要 

敷地面積 ㎡ 

棟別名称 

用途 

 

区分 

     

     

建築年月日      

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

延べ面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

構 造 造 造 造 造 造 

階 数. ／ ／ ／ ／ ／ 

増  改  築  ・  用  途  変  更  の  状  況 

消 

防 

用 

設 

備 

等 

の 

区 

分 

消 
 

 

火 
 
 

設 
 
 

備 

 

警 
 

 

報 
 
 

設 
 
 

備 

 

避 
 

 

難 
 
 

設 
 
 

備 

 

消
火
活
動
上
必
要
な
施
設
等 

 

    

    

    

    

必要とされる防火安全 

性能を有する消防の 

用に供する設備等 

 

特殊消防用設備等 
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⑶防火管理維持台帳 3  (所有者等用) の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

危 険 物 施 設 等 
所有者等が管理権原を有する防火対象物又は敷地内において、危険物製造所等、少量

危険物、指定可燃物、圧縮アセチレンガス等の許可又は届出施設の有無を記入する。 

条 例 届 出 施 設 
所有者等の管理権原を有する防火対象物又は敷地内において、条例の規定による届出

対象物の有無について記入する。 

危 険 物 取 扱 者 危険物取扱者の氏名、資格種別、交付年月日及び保安講習受講年月日を記入する。 

防火対象物の 
全体についての 
防火管理 

当該防火対象物が、消防法第 8 条の 2 の規定による統括防火管理者が必要な対象物で

ある場合に記入するものである。(その他の対象物にあっては記入の必要がないため斜線

を引くこと。)   

統 括 防 火 管 理 者 

消防法施行規則第 4 条の 2 に規定する「統括防火管理者」の選任年月日、職及び氏名

を記入する。 

なお、記入に当たっては、歴任の統括防火管理者の履歴が分かるように記入すること。 

全体についての消防計画 

消防法施行規則第 4 条の規定により作成した「全体についての消防計画」を、所轄消 

防長等に届け出て受理された年月日及びその内容を、「新規」又は「変更」の要領で記

入する。 

なお、届け出た「全体についての消防計画」は、当該防火管理維持台帳又は別冊にし 

て綴っておくこと。  



 

 

防火管理維持台帳 3  (所有者等用) 

危 

険 

物 

施 

設 

等 

危 険 物 施 設 等 有  •  無 条 例 届 出 施 設 有 ・ 無 

危 険 物 取 扱 者 

氏   名 資 格 種 別 交付年月日 保安講習受講年月日 

 

   

   

 

   

   

防 

火 

対 

象 

物 

の 

全 

体 
に 
つ 

い 

て 

の 

防 

火 

管 

理 

各 

管 

理 

権 

原 

者 

事 業 所 名 代表者職名 氏   名 備   考 

    

    

    

    

    

統 

括 

防 

火 
管 
理 

者 

選 任 年 月 日 職 名 氏   名 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

全 

体 

に 

つ 

い 

て 

の 

消 

防 

計 

画 

届 出 年 月 日 内    容 備   考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※全体についての消防計画を添付すること。 
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⑷ 防火管理維持台帳 4 (所有者等用•テナント概要)の記人要領 

項 目 記 入 内 容 

防火管理維持台帳 4 は、防火対象物(同一敷地内に存する防火対象物を含む。)内に所有者等 

の管理権原が及ばない部分(テナント)が存する場合に、当該部分の概要を把握するために記録するも 

のです。したがって、当該部分がない場合には必要ありません。 

なお、当該台帳 4 は、棟又は階ごとに記入するようになっているため、テナントが複数の棟又は階に存する場

合には用紙をコピーして使用してください。 

楝 
防火対象物の名称(同一敷地内に複数の棟が存する場合には当該棟の名称)を、 

「〇〇ビル」、「〇〇棟」、「〇〇工場」の要領で記入する。 

階 
テナントが存する階を記入する。 

なお、原則として、各テナントは、階ごとにまとめて記入すること。 

テ ナ ン ト 名 称 各テナント名称を、「〇〇株式会社△△店」等の要領で記入する。 

用 途 

各テナントが占有している部分の用途を、消防法施行令別表第 1 に掲げる用途区 

分及び項区分により「飲食店•⑶項ロ」、「店舗•⑷項」、「事務所•⒂項」の要領で 

記入する。 

床 面 積 各テナントが占有している部分の床面積を記入する。 

収 容 人 員 
各テナントが占有している部分の収容人員を、消防法施行規則第 1 条の 3 に規定 

する算定基準により算定して記入する。 

入 居 年  月  日 各テナントが入居した年月日又は当該部分の貸借契約年月日を記入する。 

管 理 権 原 者 

職  • 氏 名 
各テナントの管理について権原を有する者の職及び氏名を記入する。 

防

火

管

理

者 

選 任 年 月 日 

各テナントに係る歴任の防火管理者について、その選任年月日、職及び氏名を記入する。 

職 ・ 氏 名 

防 火 担 当 責 任 者 

職  • 氏 名 
消防計画に規定する「防火担当責任者」について、その職及び氏名を記入する。 

緊 急 時 連 絡 先 各テナントの緊急時の連絡先(夜間)を記入する。 

消 防 計 画 

届 出 年  月  日 

各テナントの管理権原に係る部分の消防計面(「変更」を含む。)について、消防機関に届

け出て受理された年月日を記入する。 

防 火 管 理 業 務 

の 委 託 先 

各テナントの管理権原者が、当該部分の防火管理を第三者に一部委託している場合に、そ

の委託先、委託内容等について会社名〜委託方式を記入する。 

なお、委託していない場合には斜線を引くこと。 

会 社 名 

防火管理維持台帳 1(所有者等用)の記入要領を準用する。 
所 在 地 

連 絡 先 

委 託 方 式 

備 考 防火管理上記録しておくことが必要と思われる事項を記入する。 
 



 

 

防火管理維持台帳 4 (所有者等用•テナント概要)           (注)1 

         棟 

 

区分       階 

    

    

テ ナ ン ト 名 称     

用 途     

床 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

収 容 人 員 人 人 人 人 

入 居 年 月 日     

管 理 権 原 者 

職 ・ 氏 名 
    

防
火
管
理
者 

選 任 年 月 日     

職 ・ 氏 名     

選 任 年 月 日     

職 ・ 氏 名     

防火担当責任者 

職 ・ 氏 名 
    

緊 急 時 連 絡 先 

（ 夜 間 ） 
    

消
防
計
画 

届 出 年 月 日 

    

    

    

 

防 の 

火 委 

管 託 

理 先 

業 

務 

 

注(２) 

会 社 名     

所 在 地     

連 絡 先     

委託方式 

常駐 

巡回 

遠隔移報 

常駐 

巡回 

遠隔移報 

常駐 

巡回 

遠隔移報 

常駐 

巡回 

遠隔移報 

備 考     

(注)1 事業所が複数ある場合に記入する。 

2防火管理業務を一部委託している場合に記入する。 
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⑸ 防火管理維持台帳 5(テナント用)の記入要領 

項    目 記 入 内 容 

防火管理維持台帳 5(テナント用)は、各テナントの防火管理者が使用するものです。したがって、所有者等

の防火管理者にあっては削除してください。 

名 称 テナントの名称を、「〇〇株式会社△△店」等の要領で記入する。 

管 理 権 原 者 
テナントの管理について権原を有する者の住所及び氏名を記入する。(法人にあっ 

ては、主たる事務所の所在地、名称、役職及び氏洛を記入する) 

緊急時の連絡先 
昼間は、管理権原者又は防火管理者等に緊急に連絡し得る担当部署名及び電話番

号、夜間は緊急に対応し得る者の職、氏名及び電話番号を記入する。 

占 有 概 要 

占有している階及び面積を記入する。また当該部分の用途を、消防法施行令別表 

第 1 に掲げる用途区分及び項区分により「店舗•⑷項」、「事務所•⒂項」の要領で 

記入する。内訳の欄には、占有状況について、「物品販売」、「共用部分を含み占有」、 

等の要領で記入する。 

収 容 人 員 

防火管理維持台帳 1(所有者等用)の記入要領建物全体〜業務内容を準用する。 

防 火 管 理 者 

消 防 計 画 

防火管理業務の委託先 

会 社 名 

所 在 地 

連 絡 先 

委 託 方 式 

業 務 内 容 

備 考 防火管理上記録しておくことが必要と思われる事項を記入する。 - 

 



 

 

防火管理維持台帳 5(テナント用) Ｎｏ．１ 

名   称  

管理権原者 

住所 

氏名 

緊急時の連絡先 昼間 夜間 

占 
 

有 
 

概 
 

要 

階 面  積 用   途 

収 
 

容 
 

人 
 

員 

 

従業員 従業員以外 計 

   

昼 

間 

   

内訳 

夜 

間 

   

防 
 

火 
 

管 
 

理 
 

者 

選任年月日 職  名 氏    名 消 
 

 

防 
 

 

計 
 

 

画 

届出年月日 内   容(注)１ 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

防 の 

火 委 

管 託 

理 先 

業 

務 

 

(注)2 

会社名 
 

連 

絡 

先 

TEL — — 
所在地 

 

委 託 

方 式 

１ 常駐     ２ 巡回     ３ 遠隔移報     ４ 全部 

業 務 

内 容 
 

備    考 

 

(注)1 消防計画を添付する。 

2 防火管理業務を委託している場合に記入する。 
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防火管理維持台帳 5(テナント用) Ｎｏ． 

名   称 

 

管理権原者 

住所 

氏名 

緊急時の連絡先 昼間 夜間 

占 
 

有 
 

概 
 

要 

階 面  積 用   途 

収 
 

容 
 

人 
 

員 

 

従業員 従業員以外 計 

   

昼 

間 

   

内訳 
夜 

間 

   

防 
 

火 
 

管 
 

理 
 

者 

選任年月日 職  名 氏    名 消 
 

 

防 
 

 

計 
 

 

画 

届出年月日 内   容(注)１ 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

 
  

 
 

防 の 

火 委 

管 託 

理 先 

業 

務 

 

(注)2 

会社名 
 

連 

絡 

先 TEL — — 
所在地 

 

委 託 

方 式 

１ 常駐     ２ 巡回   ３ 遠隔移報     ４ 全部 

業 務 

内 容 
 

備    考 

 

(注)1 消防計画を添付する。 

2 防火管理業務を委託している場合に記入する。 
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⑹ 危険物施設等及び条例届出施設台帳の記入要領 

項    目 記    入    内    容 

危 
 

険 
 

物 
 

施 
 

設 
 

等 

施 設 名 

管理権原を有する防火対象物又は敷地内に存する危険物施設について、次の例によりそ

の施設名(施設区分)を記入する。 

｢製造所｣、｢屋内貯蔵所｣、｢屋外タンク貯蔵所｣、｢屋内タンク貯蔵所｣、｢地下タンク貯蔵

所｣、｢簡易タンク貯蔵所｣、｢移動タンク貯蔵所｣、｢屋外貯蔵所｣、｢給油取扱所｣、｢第 1 種

販売取扱所｣、｢第 2 種販売取扱所｣、｢移送取扱所｣、｢一般取扱所｣、｢少量危険物貯蔵•取扱

所｣、｢指定可燃物貯蔵•取扱所｣、｢圧縮アセチレンガス貯蔵•取扱所｣、｢液化石油ガス貯蔵•

取扱所｣、｢無水硫酸貯蔵•取扱所｣、｢生石灰貯蔵•取扱所｣、｢毒物貯蔵•取扱所｣又は｢劇物貯

蔵•取扱所｣ 

許 可 年 月 日 危険物施設にあっては当該施設の設置許可年月日を記入する。 

検査年月日 危険物施設にあっては当該施設の完成検査年月日を記入する。 

定期点検年月日 

次の危険物施設については、1 年に 1 回以上点検し、その点検記録を 3 年間（例外あり）

保存すること。 

地下タンク貯蔵所、移動タンク貯蔵所、地下タンクを有する製造所、一般取扱所、 

給油取扱所、指定数量 10 倍以上の製造所、指定数量 150 倍以上の屋内貯蔵所、 

指定数量 200 倍以上の屋外タンク貯蔵所、指定数量 100 倍以上の屋外貯蔵所、 

指定数量 10 倍以上の一般取扱所 

届 出 年 月 日 少量危険物の施設にあっては当該施設の届出年月日を記入する。 

品 名 • 数 量 

倍 数 
当該施設で貯蔵し又は取り扱う危険物等の品名、数量及び倍数を記入する。 

設 置 場 所 
当該施設の具体的な位置を、「〇〇棟△△室××側(屋外)」、「〇〇棟 1 階△△(屋内)」

の例により記入する。 

備 考 防火管理上必要な事項を記入する。 

条 

例 

届 

出 

施 

設 

施 設 名 

管理権原を有する防火対象物又は敷地内に存する条例届出施設について、次の例により

その施設名(種別)を記入する。 

｢炉｣、｢厨房設備｣、｢温風暖房機｣、｢ボイラー｣、｢給湯湯沸設備｣、｢乾燥設備｣、｢サウナ

設備｣、｢内燃機関によるヒートポンプ冷暖房機｣、｢火花を生ずる設備｣、｢放電加工機｣、｢変

電設備｣、｢燃料電池発電設備｣、｢内燃機関を原動力とする発電設備｣、｢蓄電池設備｣又は｢ネ

オン管灯設備｣ 

届 出 年 月 日 当該施設の届出年月日を記入する。 

設 置 場 所 
当該施設の具体的な位置を、「〇〇棟△△室××側(屋外)」、「〇〇棟 1 階△△ 

(屋内)」の例により記入する。 

備 考 防火管理上必要な事項を記入する。 
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危険物施設等及び条例届出施設台帳 

危 

 

 

険 

 

 

物 

 

 

施 

 

 

設 

 

 

等 

 

 

(注) 

１ 

施 設 名      

許 可 年 月 日      

検 査 年 月 日      

定期点検年月日      

届 出 年 月 日      

品 名・数 量 

 

倍     数 

     

設 置 揚 所      

備 考      

条 

 

例 

 

届 

 

出 

 

施 

 

設 

 

(注) 

２ 

施 設 名      

届 出 年 月 日      

設 置 場 所      

備 考      

 
(注)1 危険物施設等とは、危険物製造所等、少量危険物、指定可燃物、圧縮アセチレンガス等の許可又は届出施設をいう。  

2 条例届出施設とは、炉等、発電設備等及びネオン管灯設備をいう。 

3 許可書、届出書(添付図面を除く。)、検査済証又はその写しを添付する。 
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２ 防火管理（自主点検） 

 
 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)建築物等の自主点検表(建築物・その他)の記入要領 

ア 当該自主点検は、法令上の義務ではありませんが、防火管理の徹底のため、概ね３か月に１回以上実施してください。 

イ 区分欄の防火、避難施設等のうち、該当のないものについては斜線で抹消してください。 

ウ 点検項目は、対象物の状況により必要に応じて空欄部分に点検項目を追加してください。 

エ 点検者欄は、点検実施者が押印してください。 

才 判定欄には、良が〇、不良が×、改修済が○×と記入してください。 

力 備考欄には、不備内容又は整備内容を簡記してください。 
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区 分 点 検 項 目 

点検実施日 点検者 点検実施日 点検者 

年 月 日  年 月 日  

判定 備  考 判定 備  考 

建 物 周 囲 可燃物が放置されていないか     

避難上、消火活動上有効な通路や空地 

が確保されているか 
    

     

・非 常 口 

・廊 下 

・階 段 

・避 難 通 路 

非常口は容易に開閉できるか     

避難の妨げとなる物品等はないか     

誘導灯、誘導標識等を隠すものはない 

か 
    

床面につまずき、すべり等の発生要因 

はないか 
    

防 火 区 画 防火戸等はスムーズに開閉するか     

防火戸等の直近に開閉を妨げる物品 
はないか 

    

防火戸等の変形、破損はないか     

地 震 対 策 
ロッカー等の転倒防止措置はしてあ 

るか 
    

防 炎 物 品 
カーテン、じゆうたん等は防炎物品が 

使用されているか(防炎防火対象物の 

場合) 

    

火 気 管 理 指定された場所以外で喫煙をしてい 
ないか 

    

吸殼の処理は適切か     

火気使用設備、器具に異常はないか     

火気使用設備、器具は、指定された場 

所以外で使用していないか 
    

厨房の天蓋のグリスフィルターは定 

期的に清掃されているか 
    

     

・危 険 物 

・少量危険物 

施設に漏れ、飛散、破損、腐食等の異 
常はないか 

    

標識に破損、よごれ等はないか     

可燃物を放置していないか     

     

判定欄の記号 〇 〜 良  × 〜 不良  ○×  〜 改修済 

(注) 自主点検は、概ね３か月に１回以上実施する。 
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No. 建築物等の自主点検表 （建築物•その他） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 消火設備の自主点検表の記入要領 

ア 当該自主点検は、法令上の義務ではありませんが、防火管理の徹底のため、概ね 3力月に 1回以上実施してください。 

イ 区分欄の消防用設備等のうち、設置していない設備については斜線で抹消してください。 

ウ 点検項目については最低限のものを揚げているものであり、対象物の状況により必要に応じて点検項目を追加してくださ 

い。 

エ  点検者欄は、点検実施者が押印してください。 

才 判定欄には、良が〇、不良が×、改修済が○×と記入してください。 

力 備考欄には、不備内容又は整備内容を簡記してください。 

注）：不良事項の改修にあたっては、軽微な補修（消火栓のホース又はノズルの取替え、表示灯ランプ類、ヒューズ類、ネ 

ジ類等部品の交換等）以外は消防設備士などの資格が必要です。 
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区 分 点  検  項  目 

点検実施日 点検者 点検実施日 点検者 

年 月 日  年 月 日  

判定 備  考 判定 備  考 

消 火 器 階ごとに適正に設置されているか     

変形、破損、腐食等はないか     

標識の破損、よごれ等はないか     

・屋内消火栓設備 

・屋外消火栓設備 

・パッケージ型 

消 火 設 備 

・補 助 散 水 栓 

表示灯は点灯し、容易に確認できるか     

扉の開閉及び操作を妨げる物品等はないか     

ホース、ノズル、バルブ等に異常はないか     

バルブ類は適正な開閉状態になっているか     

・スプリンクラー 

設 備 

・泡 消 火 設 備 

・水噴霧消火設備 

・パッケージ型 

 自動消火設備 

・共 同 住 宅 用 

スプリンクラー設備 

ヘッドの周囲に障害物はないか     

ヘッドの変形、腐食、漏水はないか     

間仕切変更等によるヘッドの未警戒部分は 

ないか 
    

圧力計の指示圧力は適正か(制御弁室、ポン 

プ室) 
    

バルブ類は適正な開閉状態になっているか     

・不 活 性 ガ ス 

消 火 設 備 

・ハロゲン化物 

消 火 設 備 

・粉末消火設備 

ヘッドの変形、破損はないか     

起動装置の周囲に操作の障害物はないか     

ボンベ室は漏水、異常高温となっていないか     

操作等の説明標識はついているか     

動力消防ポンプ 

設     備 

常時使用できるよう適正な場所に設置され 

ているか 
    

変形、損傷、著しい腐食等はないか     

その他の移動式 

消 火 設 備 表示灯は点灯し、容易に確認できるか     

扉の開閉及び操作を妨げる物品等はないか     

ホース、ノズル、バルブ等に異常はないか     

使用方法は明示されているか     

      

No. 

判定欄の記号 〇 ～ 良  × ～ 不良  ○×  ～ 改修済 

(注)自主点検は、概ね３か月に１回以上実施する。 
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消 火 設 備 の 自 主 点 検 表 



 

 

(3)警報設備の自主点検表の記入要領 

ア 当該自主点検は、法令上の義務ではありませんが、防火管理の微底のため、概ね３か月に１回以上実施してください。 

イ 区分欄の消防用設備等のうち、設置していない設備については斜線で抹消してください。 

ウ 点検項目については最低限のものを掲げているものであり、対象物の状況により必要に応じて点検項目を追加してください。 

エ 点検者欄は、点検実施者が押印してください。 

才 判定欄には、良が〇、不良が×、改修済が○×と記入してください。 

力 備考欄には、不備内容又は整備内容を簡記してください。 

注）：不良事項の改修にあたっては、軽微な補修(表示灯のランプ類、ヒューズ類、ネジ類等部品の交換等)以外は消防設備 

士などの資格が必要です。 
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No. 

区   分 点  検  項  目 

点検実施日 点検者 点検実施日 点検者 

年 月 日  年 月 日  

判定 備 考 判定 備 考 

・自  動  火  災 

報  知  設  備 

・共同住宅用自動 

火災報知設備 

・住戸用自動火災 

報 知 設 備 

表示灯は点灯し、容易に確認できるか     

発信機の周囲に障害物はないか     

感知器に変形、破損はないか 

間仕切の変更等による感知器の未警戒 

部分はないか 

    

受信機のスイッチは正常な位置にあるか     

ベルは停止状態になっていないか     

警戒区域図は受信機の付近に設置して 

あるか 
    

予備電源の容量は適正か     

     

・非常警報設備 

( 非 常 ベ ル 

自動式サイレン 

放 送 設 備 ） 

・共同住宅用非常 

警 報 設 備 

ベル又はスピーカーの変形、脱落等は 
ないか 

    

放送設備の階選択、一斉放送等の操作 

機能は正常か 
    

ベル又は放送の音量は適正か     

予備電源の容量は適正か     

     

漏電火災警報器 受信機に異常はないか     

変流器に変形、破損はないか     

     

ガス漏れ火災 

警 報 設 備 

検知器、中継器の変形、破損等はないか     

受信機のスイッチは正常な位置にあるか     

検知器の表示灯は正常に点灯しているか     

警戒区域図は受信機の付近に設置して 

あるか 

    

予備電源の容量は適正か     

     

消 防 機 関 へ 

通報する火災 

報 知 設 備 

（火災通報装置） 

本体の周囲に点検上及び使用上の障害 

となるものがないか 、 
    

本体に変形、腐食、操作部分の損傷等 

がないか 
    

遠隔起動装置の周囲に点検上及び使用 

上の障害となるものがないか 
    

遠隔起動装置に変形、腐食、操作部分 

の損傷等がないか 
    

予備電源の容量は適正か     

     

 

判定欄の記号 〇 ～ 良  × ～ 不良  ○×  ～ 改修済 

(注) 自主点検は、概ね３か月に１回以上実施する。 
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警 報 設 備 の 自 主 点 検 表 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 避難設備の自主点検表の記入要領 

ア  当該自主点検は、法令上の義務ではありませんが、防火管理の徹底のため、概ね３か月に 1回以上実施してくださ

い。 

イ 区分欄の消防用設備等のうち、設置していない設備については斜線で抹消してください。 

ウ 点検項目については最低限のものを掲げているものであり、対象物の状況により必要に応じて空欄部分に点検項目を

追加してください。 

エ 点検者欄は、点検実施者が押印してください。 

オ 判定欄には、良が〇、不良が×、改修済が○×と記入してください。 

カ 備考欄には、不備内容又は整備内容を簡記してください。 

注）：不良事項の改修にあたっては、軽微な補修(標識の取替え、表示灯のランプ類等部品の交換等)以外は消防設備士

などの資格が必要です。 
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避難設備の自主点検表 

No. 

区 分 点 検 項 目 

点検実施日 点検者 点検実施日 点検者 

年 月 日  年 月 日  

判定 備  考 判定 備  考 

・誘 導 灯 

・誘 導 標 識 

表示パネルの表面に汚れがなく、点灯 

しているか 
    

予備電源による点灯は正常か     

照明器具、装飾品等で見えにくくなっ 

ていないか 
    

変形、破損等はないか     

 室内のレイアウト変更等により、設置 

位置が不適切となっていないか 
    

     

避 難 器 具 

（ 緩 降 機 ・ 

避 難 は し ご・ 

救 助 袋 等 ） 

容易に接近できるか     

 操作の障害となる物品等はないか     

降下空間の途中に看板、エアコン屋外 

機等の障害物はないか 
    

避難空地には障害となる物品等が置か 

れていないか 
    

取付場所の窓等は容易に開放できるか     

標識、取扱い説明板等の破損、脱落は 

ないか 

    

器具の腐食、破損等はないか     

 
    

  

判定欄の記号   〇 ～ 良  × ～ 不良  ○×  ～ 改修済 

(注) 自主点検は、概ね３か月に１回以上実施する。 
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(5) 消防用水•消火活動上必要な施設の自主点検表の記入要領 

ア 当該自主点検は、法令上の義務ではありませんが、防火管理の徹底のため、概ね３か月に１回以上実施してください。 

イ 区分欄の消防用設備等のうち、設置していない設備については斜線で抹消してください。 

ウ 点検項目については最低限のものを掲げているものであり、対象物の状況により必要に応じて点検項目を追加してくだ 

さい。  

エ 点検者欄は、点検実施者が押印してください。 

才 判定欄には、良が〇、不良が×、改修済が○×と記入してください。 

力 備考欄には、不備内容又は整備内容を簡記してください。 

注）：不良事項の改修にあたっては、軽微な補修（表示灯ランプ類、ヒューズ類、ネジ類など部品の交換など）以外は消 

防設備士などの資格が必要です。 
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消防用水•消火活動上必要な施設の自主点検表  No 

区 分 点 検 項 目 

点検実施日 点検者 点検実施日 点検者 

年 月 日 
 

年 月 日 
 

判定 備 考 判定 備 考 

消 防 用 水 消防車は容易に接近できるか     

採水口周囲に障害物はないか     

水量は確保されているか     

     

排 煙 設 備 垂れ壁の作動障害はないか     

起動装置の近くに妨げとなる物品等 

はないか 
    

手動操作箱、装置に変形、破損等はな 

いか 
    

制御盤の電源等に異常はないか     

     

連結散水設備 ヘッドの周囲に障害物はないか     

ヘッドの変形、破損等はないか     

バルブ類は適正な開閉状態となって 

いるか 
    

送水ロ付近に障害物がなく、送水区域 

表示図があるか 
    

     

連 結 送 水 管 各階の放水口表示灯等に異常はない 

か 
    

送水口付近に障害物はないか     

送水口標識板に破損等はないか     

放水口箱扉の開閉を妨げる物品又は 

変形等はないか 
    

     

非常コンセント 
設 備 

 

表示灯は点灯しているか     

保護箱周囲に障害物はないか     

保護箱扉は容易に全開できるか     

     

非常用進入口 標識、表示灯に異常はないか      

進入口の周囲に障害となる物品等は 

ないか  
    

     

無 線 通 信 

補 助 設 備 

保護箱周囲に障害物はないか     

保護箱扉は容易に開閉できるか     

接続端子に変形、破損等はないか     

     
 

判定欄の記号 〇 ～ 良  × ～ 不良  ○×  ～ 改修済 

(注)自主点検は、概ね３か月に１回以上実施する。 
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共同住宅用 

連結送水管 

共同住宅用非常 

コンセント設備 
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２ 防火管理（訓練等） 

 
 

 

 

 

 

 

  

 



(1)  消防訓練実施時の注意事項 
① 別表第 1(1)項〜(4)項まで、(5)項イ、(6)項、(9)項イ、(16)項イ又は(16 の 2)項に掲げる防火対象物の 

防火管理者は、消火訓練と避難訓練を年 2回以上実施してください。(消防法施行規則第 3条第 10 項) 

② ①の防火対象物で消火訓練及び避難訓練を実施する場合は、あらかじめ、その旨を消防機関に訓練通知書（別添） 

により通報（届出）してください。 

 (消防法施行規則第 3条第 11 項) 

③  ①の防火対象物以外の防火管理者は、消防計画に基づき定期に消火訓練及び避難訓練を実施してください。なお、 

通報義務はありませんが、訓練実施回数等を把握するため、書面の提出をお願いしています。 

 

 

(2) 防火管理業務記録 1(消防訓練)の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

実 施 年 月 日 消防訓練を実施した年月日を記入する。 

訓 練 種 別 

実施した消防訓練の内容により、該当する項目に〇をする。 

・通報訓練とは、119 番への通報（模擬含む。）訓練をいう。 

・消火訓練とは、建物に設置してある消火設備・器具を活用し性能及び取扱の習得を図る 

訓練をいう。 

・避難訓練とは、建物に設置してある放送設備等を活用し、避難者を迅速に誘導するとと 

もに、自力避難困難者等を安全な場所へ誘導する訓練をいう。 

 

実 施 場 所 

及 び 内 容 

消防訓練を実施した場所及び内容について、次の例により記入する。 

・全職員を対象に、〇〇出火(震度×の地震により〇〇出火)と想定し、総合  

訓練を実施。 

消防機関への 

通 報 の 確 認 
訓練実施前に消防機関への事前通報について確認を行い、通報者の氏名を記入する。 

参 加 人 員 訓練に参加した当該防火対象物の職員等の人員を記入する。 

消防職員立会 訓練の実施に当たって、消防職員が立会したか否か、該当する項目に〇をする。 

備 考 訓練の講評及び必要事項を記入する。 
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防火管理業務記録 1(消防訓練) 

実施年月日 訓練種別 実施場所及び内容 
参 加 

人 員 

消防機関 

への通報 

の 確 認 

消 防 

職 員 

立 会 

備 考 

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

通 報 

・ 

消 火 

・ 

避 難 

   有・無  

 

(注) 1 実放水、実放射を実施した場合は、備考欄にその旨を記載する。  

2 消防訓練計画書等消防機関へ提出した書類を添付する。 
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(2) 防火管理業務記録 2 (防災教育)の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

実 施 年 月 日 防災教育を実施した年月日を記入する。 

実 施 場 所 防災教育を実施した場所を記入する。 

実 施 内 容 

防災教育実施対象者及び内容について、次の例により記入する。  

防災教育実施対象者 

・全職員(全従業員)・自衛消防隊員・新入社員・その他(〇〇課)  

防災教育内容 

・消防計画の内容の周知 

・平常時及び災害発生時における職員(従業員)の役割と行動内容 

・火災予防上の遵守事項 

・震災対策に関する事項 

・消防訓練の検討会又は反省会の実施 

・防火講演、座談会又は映写会の実施 

参 加 人 員 防災教育に参加した当該防火対象物の職員等の人員を記入する。 

備 考 記録しておく必要がある事項を記入する。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

防火管理業務記録 2 (防災教育) 

実施年月日 実施場所 実 施 内 容 参加人員 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

(注)従業員等に対して防火•防災に関する講演会•座談会•映写会等を実施した場合に記入する。 
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(3)防火管理業務記録 3 (収容人員の管理)の記入要領 

収容人員の管理は、特に劇場、映画館等、不特定多数の人を収容する施設については、原則、毎回 点 

検し、その結果を記入してください。 
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防火管理業務記録 3 (収容人員の管理) 

 
点検年月日 

室名 
年 月 

日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 

                 

                 

                 

                 

点 検 者 印                 

改 善 記 録 欄                 

 
点検年月日 

室名 
年 月 

日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 

                 

                 

                 

                 

点 検 者 印                 

改 善 記 録 欄                 

 
点検年月日 

室名 
年 月 

日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 

                 

                 

                 

                 

点 検 者 印                 

改 善 記 録 欄                 
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(4) 防火管理業務記録 4 (消防立入検査)の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

立入検査年月日 立入検査を受けた年月日を記入する。 

検 査 者 立入検査を行った消防職員(代表者 1 名)の署名を受ける。 

立 会 者 立入検査に立ち会った者(原則として防火管理者)の職、氏名を記入する。 

不備事項等の 

内容及び措置 

立入検査において指摘された不備事項の内容を簡記するとともに、その措置(計画を含む。)を、次の

例により記入する。 

・〇〇防火戸前に閉鎖障害あり(即日除去済み) 

・〇〇が自火報の未警戒(感知器の取付けを××に発注済み) 

・〇〇の誘導灯が消灯(即日蛍光灯を交換済み) 

・消防訓練未実施(〇月〇日実施計画) 

なお、消防機関から交付される立入検査結果通知書は、当該防火管理維持台帳又は別冊にして綴って

おくこと。 

備 考 

不備事項等の内容及び措置において是正計画した事項について、措置完了年月日を次の例により記入

する。 

・〇月〇日感知器設置済み 

・〇月〇日消防訓練実施 
 



 

 防火管理業務記録 4 (消防立入検査) 

立入検査年月日 不備事項等の内容及び措置 立 会 者 検 査 者 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
(注)1 立入検査の結果通知書を添付する。 

2 検査者欄に消防職員の署名を受ける。 
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(5) 防火管理業務記録 5 (その他)の記入要領 
防火管理業務記録 5 (その他)は、県、市町村又は消防機関等が実施する防災に関する会議、訓練、講習会など

への参加等について記入してください。 
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防火管理業務記録 5 (その他) 

年 月 日 項 目 業 務 内 容 備 考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 
(注)消防に関する会議の開催•出席、講習会への參加等を記入する。 
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(6) 防火管理体制指導マニュアル検証結果記録 6の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

実施年月日 検証実施年月日及び検証開始から終了時間を記入する。 

実 施 場 所 検証を実施した防火対象物(棟)名を記入する。 

出 火 室 
検証に当たって、出火想定した室名等を記入する。 

なお、当該出火場所の想定については、検証の直前に消防機関から指定を受けてください。 

検 証 評 価 
限界時間内に所定の対応行動が完了した場合には適合、限界時間を超えた場合には不適に「〇」を

する。 

検証責任者 
検証に当たっては管理権原者又は防火管理者が立会すべきであることから、当該欄にはいずれかを

記入する。 

参 加 人 員 検証に参加した当該防火対象物の職員等の人数を記入する。 

消防立会者 検証に立ち合った消防職員(代表者 1名)の氏名を記入する。 

測

定

結

果 

区 分 

出火階(出火区画)のほかは、次の区分により記入する。 

・物品販売店舗・(4)項：隣接区画、竪穴隣接区画 

・旅館、ホテル等・(5)項イ：火災階、非火災階 

・病院、福祉施設等・(6)項：出火区画と同一階の隣接区画、出火区画の上階にある隣接区画 

限界時間 

出火場所の感知器の発報から、各区画内が危険なレベルに達すると想定されるまでの時間を限界時

間といい、各マニュアルに従って算定し記入する。(当該限界時間の算定に当たっては、消防職員の指

導を受けてください。) 

測定時間 
個々の対象物の夜間の勤務体制(物品販売店舗にあっては通常の勤務体制)において、自火報発報以

降の対応行動に要した時間を各区画ごとに測定して記入する。 

評 価 
測定した時間が、限界時間内である場合には「適」、限界時間を超過した場合には「否」と記入す

る。 

備 考 

当該検証において注記すべきことがあれば記入する。 

(例) スモークマシーンにより発煙 

職員〇名を模擬患者(入所者)と想定して避難誘導(救出) 

指 導 事 項 対応行動等について気付いた事項又は消防職員から指導を受けた事項等を記入する。 

備 考 
・検証の対象となる事業所は、物品販売店舗、旅館・ホテル、病院・社会福祉施設等です。 

・記録しておく必要がある事項を記入する。 
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防火管理体制指導マニュアル検証結果記録 6 

実施年月日 年 月 日（ ） 時    〜 時 

実 施 場 所  出 火 室  

検 証 評 価 適 合 ・ 不 適 検証責任者  

参 加 人 員  消防立会者  

測 定 結 果 

区 分 限界時間 測定時間 評価 備 考 

出火階(出火区画)     

     

     

     

     

     

指 導 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 

 
- 41 -
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２ 防火管理（法定点検） 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 防火対象物法定点検台帳の記入事項 
項 目 記 入 内 容 

の 

有 

無 

特 

例 

認 

定 

認定年月日 認定通知書の認定の効力が生じる日の日付けを記入する 

失効年月日 

取消年月日 
失効又は特例認定取消書の年月日を記入する。 

点 検 年 月 日 

点検を実施した年月日を記入する。 

なお、２日以上にかけて点検を実施した場合は、「〇年△月×日～×日」の例により

記入する。 

点
検
実
施
者 

点検資格者 

交付番号 
点検を実施した防火対象物点検資格者の修了証の交付番号を記入する。 

氏 名 点検を実施した防火対象物点検資格者の所属会社名等及び氏名を記入する。 

報 告 年 月 日 当該点検結果を消防長又は消防署長に報告した年月日を記入する。 

不備事項の内容 点検結果不備事項の内容を詳細に記入する。 

措 置 の 内 容 
不備事項に対する措置の内容を詳細に記入する。不備事項がない場合はその旨を記入

する。 
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防火対象物法定点検台帳 
特例認定の有無 

点検年月日 

点 検 実 施 者  

報告年月日 
認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 

      

不 備 事 項 の 内 容  措 置 の 内 容  

  

  

  

  

  

 

特例認定の有無 

点検年月日 

点 検 実 施 者  

報告年月日 
認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 

      

不 備 事 項 の 内 容  措 置 の 内 容  

  

  

  

  

  

 

特例認定の有無 

点検年月日 

点 検 実 施 者  

報告年月日 
認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 

      

不 備 事 項 の 内 容  措 置 の 内 容  
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 (2) 消防用設備等法定点検台帳の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

点 検 年 月 日 

点検を実施した年月日を記入する。 

なお、2 日以上にかけて点検を実施した場合には、「〇年△月×日〜×日」の例によ

り記入する。 

消防用設備 等 

点検した消防用設備等を、防火管理維持台帳 2 (所有者等用)消火設備〜消火活動上必

要な施設等の記入要領に掲げる消防用設備等に区分して記入する。 

なお、点検実施日が同一時期の設備については、当該欄に一括記入して差し支えない。 

点 検 種 別 実施した点検の種別(機器点検は 6か月ごと、総合点検は 1年ごと)を記入する。 

点 検 実 施 者 
点検を実施した消防設備士又は消防設備点検資格者の所属会社名等及び氏名を記入す

る。 

報 告 年 月 日 

当該点検の結果を消防長又は消防署長に報告した年月日を記入する。 

なお、特定防火対象物にあっては 1年に 1回、その他の防火対象物にあっては３ 

年に 1回、点検の結果を報告してください。 
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消防用設備等法定点検台帳 

点検年月日 報告年月日 点検種別 消防用設備等 点検実施者 

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

  機器・総合   

(注)消防用設備等の点検票を添付する。 
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(3) 消防用設備等の工事、整備等経過一覧表の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

年 月 日 法定点検、自主点検等で不具合等及び工事、整備をした年月日を記入する。 

不 具 合 内 容 
法定点検、自主点検等で判明した不具合内容(不備内容)を具体的に記入する。 

例 「〇階東側の出入口の誘導灯が消灯」 

工事・整備内容  

判明した不具合内容を改修した結果を記入する。 

例 「〇階東側の出入口の誘導灯の蛍光灯を交換」 

また、不具合はないが単独で行った工事の内容も具体的に記入する。 

例 「〇階△△室に自動火災報知設備の感知器を増設」 

確 認 者 不具合等及び工事、整備を確認した防火対象物の関係者の氏名を記入する。 

点 検 者 等 

工事・整備者等  

点検等を実施した消防設備士、点検資格者の氏名、所属会社名、会社の住所、電話

番号等を記入する。 

(注)１ この経過一覧表は、消防用設備等ごとに記入する。 

２ 記入欄に書ききれない場合は、別紙等に記入して添付する。 
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消防用設備等の工事、整備等経過一覧表 

消防用設備名 ( ) 

年月日 
不 具 合 内 容 点 検 者 等 

工 事 • 整 備 内 容  工 事 ・ 整 備 者 等 

 

不 具 合 内 容 点 検 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月 

 

工 事 ・ 整 備 内 容  工 事 ・ 整 備 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月 

 

不 具 合 内 容 点 検 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月 

 

工 事 ・ 整 備 内 容  工 事 ・ 整 備 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月 

 

不 具 合 内 容 点 検 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月 

 

工 事 ・ 整 備 内 容  工 事 ・ 整 備 者 等 

 

氏 名 印 

資

格 

資 格 

 甲種 
 ・第 類消防設備士 
 乙種 

法 人 名   第 種 消防設備 
     点検資格者 

住 所  
交付年・番号  

確認者 印 
交付知事  

電話番号  講習受講年月 年   月  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 防火基準適合台帳の記入要領 

項 目 記 入 内 容 

基準適合 

の 有 無 

適合年月日 表示基準適合通知書の表示有効期間の欄の日付を記入する。 

有効年月日 

返還年月日 
表示有効期間切れは返還請求書の交付年月日を記入する。 

点 検 年 月 日 

 点検を実施した年月日を記入する。 

 なお、２日以上にかけて点検実施した場合は、「〇年△月×日～×日」の例により記

入する。 

申 請 者 

氏名  法人の場合は、名称及び代表者氏名を記入する。 

管理開始 

年 月 日 
申請者が管理を開始した年月日を記入する。 

報 告 年 月 日  表示マーク交付（更新）申請書を消防長又は消防署長に報告した年月日を記入する。 

不備事項の内容  点検結果不備事項の内容を詳細に記入する。 

措 置 の 内 容  不備事項に対する措置の内容を詳細に記入する。不備事項がない場合はその旨を記入

する。 
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防火対象物法定点検台帳 

点 検 実 施 者  

報告年月日 

特例認定の有無 

点検年月日 点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

      

措 置 の 内 容  不 備 事 項 の 内 容  

  

  

  

  

  

 

点 検 実 施 者  

報告年月日 

特例認定の有無 

点検年月日 点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

      

措 置 の 内 容  不 備 事 項 の 内 容  

  

  

  

  

  

 

点 検 実 施 者  

報告年月日 

特例認定の有無 

点検年月日 点検資格者 

交 付 番 号  
氏 名 認定年月日 

失効年月日 

取消年月日 

      

措 置 の 内 容  不 備 事 項 の 内 容  
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